
1 福祉医療費助成事業 323,236,790 221,000,000

2 乳幼児等医療費助成事業 213,590,960 161,764,000

3 島根県立島根県民会館管理運営事業 166,108,000 112,000,000

4 島根県芸術文化センター管理運営事業 220,973,000 175,000,000

5 原子力立地給付金交付事業補助金 84,404,384 84,404,384

1,008,313,134 754,168,384計

令和元年度　島根県電源立地地域対策交付金　実績一覧（県直接事業）

事　業　名 事業費（円） 交付金（円）



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に
要した経費

323,236,790 221,000,0001 地域活性化措置 福祉医療費助成事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
番号

1
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 県内全域

交付金事業の概要

・重度心身障がい児・者及びひとり親家庭においては、医療費が経済的に負担となる場合
が多いことから当該事業において対象者に医療費を助成することで、対象者の健康維持と
生活の安定を図ります。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市
町村と連携して医療費助成制度を設けるとともに、安定的に制度運用が行われるよう助成
のための財源を一部負担します。
・また、当該事業は、国の自立支援医療制度と同様に、身体障害者を対象として日常生活
能力、社会生活能力、または職業能力を回復または向上、もしくは獲得させることを目的
のひとつとしており、事業実施により障害者実雇用率上昇への寄与が期待されます。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 福祉医療費助成事業

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２

［助成内容］

松 江 市 162,885,000 85,837,620

浜 田 市 77,417,000 30,988,784

出 雲 市 201,810,000 87,677,628

益 田 市 57,863,000 24,702,418

大 田 市 48,328,000 17,264,781

安 来 市 31,713,000 9,989,683

江 津 市 33,598,000 15,729,777

雲 南 市 36,632,000 16,267,464

奥 出 雲 町 14,611,000 6,472,281

飯 南 町 5,783,000 2,737,530

川 本 町 7,184,000 1,869,504

※１医療機関あたり 美 郷 町 7,157,000 3,196,687

邑 南 町 11,656,000 5,320,450

津 和 野 町 7,230,000 3,835,127

吉 賀 町 6,539,000 2,773,538

海 士 町 1,712,000 1,073,855

西 ノ 島 町 3,922,000 1,134,956

知 夫 村 669,000 324,188

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　隠 岐 の 島 町 14,907,000 6,040,519

計 731,616,000 323,236,790

［交付金対象部分及び事業費］ (現物給付・償還払)7～11月精算分 円

市町村名 通年分 交付金対象事業費
（左記の5か月分）

社会保険各法（国民健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（障害者総合支援法等）の医療を
受けた場合に発生する自己負担額から表の一部負担額（限度額あり）を控除した額を助成する。

一部負担額
（月額）

限度額（円）

後期高齢者
医療対象者

以外

後期高齢者
医療対象者

入院 入院外

20歳未満の
障害児・者

対象者 所得制限

対象者（人）

対象者

2,000

6,000

重度身体
障害者

身障手帳1、2級 5,129 低所得者 2,000 1,000

重度知的
障害者

療育手帳Ａ（IQ35
以下）

20歳以上の
本人につい
ては、特別
障害者手当
の所得制限
を準用

1,902

8,329

下記以外

65歳以上で3ヶ月
以上臥床 6

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で自己負担分のみ支払えばよい。）とし、場合によって
は償還方式による。

323,236,790

ひとり親
家庭

1,000

重複重度
障害者

身障手帳3、4級でIQ50以下また精
神2級
精神2級でIQ50以下

176

18歳未満又は20歳未満の高校３学
年終了までの児童等を養育する配

偶者のない者及び当該児童

所得税
非課税世帯 8,150

重度精神
障害者

精神手帳1級 876

総医療費
の１割

20,000

寝たきり
者



単位

障害者
実雇用率の
全国平均
を上回る

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

障がい者で
ある労働者数
————————————
労働者数

2.49

2.11

118.0

評価年度 令和２年度

成果実績

目標値

交付金事業に関係する都道府
県又は市町村の主要政策・施
策とその目標

島根総合発展計画　第３次実施計画（平成28年度から平成31年度）
基本目標Ⅱ「安心して暮らせるしまね」
　政策Ⅱ－２　健康づくりと福祉の充実
　　○障がいや障がい者への理解を深めるとともに、障がい者の自立に向けて、地域
　　　生活への移行や就労を推進します。
　　○県民が必要なときに、必要な福祉サービスや支援を受けることができる体制
　　　づくりや地域でお互いに支えあう地域福祉を推進します。
　政策Ⅱ－４　結婚・出産・子育て支援の充実
　　○安心して、子どもを生み、育てることができるように、保健・医療・福祉等の
　　　関係機関と連携し、出産や教育、保育等の環境の整備など、妊娠、出産、
　　　子育てに関する切れ目のない相談・支援体制を構築します。
　　○保護等が必要な子どもやその家庭への相談・支援体制を充実するとともに、
　　　ひとり親家庭への自立支援を推進します。

交付金事業の成果目標及び成
果実績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

　市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する
医療費助成制度を継続しています。
　制度利用により、身体障がい者等を対象として日常生活能力、社会生活能力及び職業能
力の回復・向上等に継続的に寄与しており、令和元年度も障害者実雇用率2.00以上の水準
を維持できました（R1：島根県2.49、全国平均2.11）。
　今後も継続して利用されるよう制度周知を図るとともに、より対象者にとって利用しや
すい制度の構築を目指します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



評価に係る第三者機関等の活用の有無

交付金事業の活動指標及び活
動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成２９年度単位
活動実績
活動見込

323,236,790

180,481,000

200,000,000

200,000,000

活動指標

100 100 100

福祉医療費助成制度を実
施している市町村数

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

令和元年度平成３０年度

19 19

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 備　考

達成度

19 19 19
19

団体数

団体数

％

306,091,032 311,214,203

交付金事業の成果目標及び成
果実績

無

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

健康福祉部障がい福祉課

健康福祉部障がい福祉課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
福祉医療費助成事業の助成 補助 県内各市町村 323,236,790

221,000,000

221,000,000

180,481,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称措置名

交付金事業に要した経
費

213,590,960 161,764,0001 地域活性化措置 乳幼児等医療費助成事業 島根県



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業実施場所 県内全市町村（19市町村）

番号

1
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

交付金事業の概要

・乳幼児等の医療費を助成することにより、乳幼児等の疾病の早期発見をするとともに、子育てに伴う保護者の経済的負担の軽減を図り、
乳幼児等の健全な育成、早期治療を促進及び安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを推進します。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町村と連携して医療費助成制度を設けるととも
に、安定的に制度運用が行われるよう助成のための財源を一部負担します。
・また、医療費の高額化に伴い、子どもにかかる医療費は生活費を圧迫する傾向にあり、「子どもを生み育てない選択」をする一因とも
なっています。当該事業を通じて、現在の子育て世帯、あるいは今後子どもを生み育てたいと考えている県民の子ども医療にかかる経済的
負担感が軽減され、合計特殊出生率上昇への寄与が期待されます。

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 乳幼児等医療費助成事業

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２　

［助成内容］

松 江 市 180,944,562 71,672,385

浜 田 市 31,365,236 12,989,714

出 雲 市 152,698,000 57,688,154

益 田 市 28,675,038 11,452,042

大 田 市 16,855,261 6,757,988

安 来 市 22,267,704 25,411,446

江 津 市 12,385,594 6,314,683

雲 南 市 18,428,407 6,983,607

奥 出 雲 町 5,756,497 2,371,886

飯 南 町 2,043,000 916,141

川 本 町 1,350,000 661,479

美 郷 町 2,016,027 518,319

邑 南 町 4,714,836 2,498,423

津 和 野 町 3,139,590 1,215,637

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉 賀 町 3,262,060 1,782,476

海 士 町 758,184 400,529

西 ノ 島 町 1,367,630 725,058

［交付金対象部分及び事業費］ 7～11月精算分（現物給付） 知 夫 村 269,054 121,002

7～11月精算分（償還払い等）　 隠 岐 の 島 町 7,669,831 3,109,991

計 495,966,511 213,590,960

就学後20歳未満の者で慢性
呼吸器疾患等16疾患群にか
かった者

入院 15,000
あ　り

（児童手当特例給付準拠）

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で本人負担分のみ支払えばよい。）とし、場合に
よっては償還方式による。

213,590,960

対象
本人負担額

（１医療機関あたり月額上限）
所得制限

０～就学前児

入院

原則総医療費の１割

2,000

な　し

通院 1,000

市町村名 通年分① 交付金対象事業費

社会保険各法（健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（児童福祉法等）の医療を受け
た場合に発生する自己負担額から表の本人負担額を控除した額を助成する。

事業内容



交付金事業の活動指標及び活
動実績

平成29年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標及び成
果実績

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医療費助成制度を継続してい
ます。
令和元年度の合計特殊出生率は1.68（全国3位）となり、前年度に引き続き全国平均を上回ることが出来ました。今後
も、乳幼児等への医療費助成を続けていくことにより、合計特殊出生率が全国平均を上回り、可能な限り高水準の維
持されるよう目指す所存です。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

合計特殊出生率
の全国平均を上

回る

活動指標
団体数

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

事業期間の設定理由

達成度

％
％
％

19 19
達成度

団体数
％

交付金事業に関係する都道府
県又は市町村の主要政策・施
策とその目標

島根総合発展計画　第３次実施計画（平成28年度から令和元年度）
基本目標Ⅱ「安心して暮らせるしまね」
　政策Ⅱ－４　結婚・出産・子育て支援の充実
　　○安心して、子どもを生み、育てることができるように、保健・医療・福祉等の
　　　関係機関と連携し、出産や教育、保育等の環境の整備など、妊娠、出産、
　　　子育てに関する切れ目のない相談・支援体制を構築します。

100.0 100.0 100.0

医療費助成制度を実施して
いる市町村数

19 19 19
19

平成28年全国平均
1.44を上回る合計特

殊出生率

1.68
1.44
116.7

評価年度 令和２年度
成果実績
目標値



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等 平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

212,912,133 222,225,666 213,590,960

161,764,000

180,000,000

180,000,000

139,306,000

139,306,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

島根県健康福祉部健康推進課

島根県健康福祉部健康推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
乳幼児医療費助成事業の助成 補助 県内各市町村 213,590,960

161,764,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に要
した経費

166,108,000 112,000,0001

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

島根県立島根県民会館管理運営事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

措置名 交付金事業の名称
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置 島根県立島根県民会館管理運営事業

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

交付金事業の概要

島根県民会館の指定管理料（文化事業の企画及び実施、有料施設の利用許可、利用料金の
設定、収受、会館の総合案内、利用促進、施設等の維持管理に関する業務）９ヶ月分。
指定管理者による管理運営により、県民の文化の向上と福祉の推進に寄与するために本交
付金を活用します。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
　島根総合発展計画第3次実施計画（平成28年度から平成31年度）
　　施策Ⅲ－2－3　文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化芸術を鑑賞し、参加し、創造することができる
　　　　　　環境づくりを目指します。
【目標】
　大ホール・中ホールの利用者数　１７０千人以上

交付金事業実施場所 島根県松江市殿町



大ホール・
中ホールの
利用者数

135,170
170,000
79.5

評価年度 令和２年度

98.0 110.0 104.4
事業実施件数

成果実績
目標値

48 55 47
49

人

50 45
達成度

活動指標
件
件
％

32,403
目標値 人 38,000
達成度 ％ 85.3

成果指標

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

事業期間の設定理由

達成度

人
人
％
単位 評価年度 令和２年度

入場者・
参加者数
３万８千人

文化事業に
よる参加者
数

成果実績

交付金事業の活動指標
及び活動実績

平成29年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後２ヶ月以内としているため。

　多様なジャンルの公演を実施し、舞台技術者人材育成等の文化芸術活動支援にも積極的
に取り組んだ。
　年度末には新型ウイルス感染症拡大のため利用者数が大きく落ち込み、目標を達成する
ことができなかった。
　今後は、他ホールとも連携して島根の魅力をアピールする事業に取り組むほか、障がい
の有る方が舞台に親しむことのできる機会を提供するなど、社会包摂機能の強化にも取り
組む。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

利用者数
１７万人

成果目標



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

環境生活部文化国際課文化振興室

環境生活部文化国際課文化振興室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約(公募) (公財)しまね文化振興財団 166,108,000

112,000,000

112,000,000

100,000,000

100,000,000

100,000,000

100,000,000

151,502,000 152,222,000 166,108,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

措置名

交付金事業実施場所 島根県益田市有明町

交付金事業の概要

島根県芸術文化センターの円滑な管理運営を行い、多様で質の高い芸術文化の鑑賞機会の
提供、次世代の育成等を行うため、本交付金を活用して、施設の管理に関する業務、文化
事業の企画及び実施に関する業務等を、指定管理者に委託します。その指定管理料9か月分
（7月～翌年3月）を支払います。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
　島根総合発展計画第3次実施計画（平成28年度から平成31年度）
　　施策Ⅲ－2－3　文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化芸術を鑑賞し、参加し、創造することができる
　　　　　　環境づくりを目指します。
【目標】
　島根県芸術文化センター年間入館者数　33万人（平成31年度）

交付金事業者名
又は間接交付金

事業者名

島根県
島根県芸術文化センター
管理運営事業

交付金事業の名称

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

島根県芸術文化センター管理運営事業

交付金事業に要
した経費

220,973,000 175,000,0001

番号 備　考交付金充当額



交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

100.0 107.8 98.1
事業実施件数

53 55 51
53件

％

227,364,000 227,862,000 220,973,000

　交付金の活用により、質の高い芸術文化の鑑賞機会の提供、次世代育成、創造性の高い
事業等を実施しました。今後は、ホールと美術館の複合施設という特性をより活かした事
業展開を図り、新型コロナ感染症の影響により生じた文化活動の落ち込みからの回復を目
指していきます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

入館者数
33万人

活動指標
件

交付金事業の総事業費
等

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

事業期間の設定理由

達成度

人
人
％

51 52

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度

160,000,000

入館者数
368,334
330,000
111.6

評価年度 令和２年度
成果実績
目標値

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位
活動実績
活動見込

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

175,000,000

175,000,000

160,000,000

160,000,000

160,000,000



交付金事業の契約の概要

環境生活部文化国際課文化振興室

環境生活部文化国際課文化振興室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約(公募) （公財）しまね文化振興財団 220,973,000

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業に要
した経費

84,404,384 84,404,3841
給付金交
付助成措

置

原子力立地給付金交付事業
補助金

島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名

措置名 交付金事業の名称

給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業補助金

番号

1
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県

原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事
業者等から電気の供給を受けている一般家庭、工場等に対して給付金を交付。

交付金事業実施場所 松江市鹿島町

交付金事業の概要



評価年度 令和２年度
成果実績
目標値

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

主要政策・施策：
島根県総合発展計画第３次実施計画（平成28年4月～平成32年3月）
　Ⅱ．安心して暮らせるしまね
　　１．安全対策の推進
　　　Ⅱ－１－３　原子力安全・防災対策の充実・強化

政策目標：様々な災害や事件・事故等に即座に対応できるよう危機管理体制の強化を
　図るとともに、防災・防犯等に関する意識の啓発、地域を守る自主的な取組みや
　交通安全対策等の推進、安全な県土づくりを進めます。

給付金交付による実質的な電気料金割引措置を実施しました。次年度についても原子力発
電所の立地に対する地域住民・地元企業の理解促進を図り、原子力・防災対策に関する県
民の意識の啓発、地域を守る自主的な取組み等につなげます。

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標
事業期間の設定理由

達成度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
事業実施翌年度に評価を実施するため

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位
給付金交付によ
り実質的な電気
料金割引措置を
実施。



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

島根県地域振興部地域政策課

島根県地域振興部地域政策課（松江市政策部政策企画課）

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
給付金の交付 補助 一般財団法人電源地域振興センター 84,404,384

84,404,384

84,404,384

88,018,314

88,018,314

91,565,412

91,565,412

円
円
%

88,018,314 91,565,412 84,404,384

93.6 91.0 85.7
給付金の交付額

86,687,670 88,468,998 83,023,116
92,582,436

活動指標

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度平成30年度

97,211,136 96,883,908

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位
活動実績
活動見込


